
障害者基本法（昭和 45 年法律第 84 号）（抄） 

 

 

（定義） 

第 2 条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

(1) 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心

身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある者であって、障害及び

社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状

態にあるものをいう。 

(2) 社会的障壁 障害がある者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障

壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものを

いう。 

 

（差別の禁止） 

第 4 条 何人も、障害者に対して、障害を理由として、差別することその他の

権利利益を侵害する行為をしてはならない。 

2 社会的障壁の除去は、それを必要としている障害者が現に存し、かつ、その

実施に伴う負担が過重でないときは、それを怠ることによって前項の規定に違

反することとならないよう、その実施について必要かつ合理的な配慮がされな

ければならない。 

3 国は、第 1 項の規定に違反する行為の防止に関する啓発及び知識の普及を図

るため、当該行為の防止を図るために必要となる情報の収集、整理及び提供を

行うものとする。 

 

（障害者週間） 

第 9 条 国民の間に広く基本原則に関する関心と理解を深めるとともに、障害

者が社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加することを促進するた

め、障害者週間を設ける。 

2 障害者週間は、12 月 3 日から 12 月 9 日までの 1 週間とする。 

3 国及び地方公共団体は、障害者の自立及び社会参加の支援等に関する活動を

行う民間の団体等と相互に緊密な連携協力を図りながら、障害者週間の趣旨に

ふさわしい事業を実施するよう努めなければならない。 

 

（教育） 

第 16 条～2 略 

3 国及び地方公共団体は、障害者である児童及び生徒と障害者でない児童及び

生徒との交流及び共同学習を積極的に進めることによって、その相互理解を促



進しなければならない。 

 

（選挙等における配慮） 

第 28 条 国及び地方公共団体は、法律又は条例の定めるところにより行われる

選挙、国民審査又は投票において、障害者が円滑に投票できるようにするため、

投票所の施設又は設備の整備その他必要な施策を講じなければならない。 

 

（司法手続における配慮等） 

第 29 条 国又は地方公共団体は、障害者が、刑事事件若しくは少年の保護事件

に関する手続その他これに準ずる手続の対象となった場合又は裁判所におけ

る民事事件、家事事件若しくは行政事件に関する手続の当事者その他の関係者

となった場合において、障害者がその権利を円滑に行使できるようにするため、

個々の障害者の特性に応じた意思疎通の手段を確保するよう配慮するととも

に、関係職員に対する研修その他必要な施策を講じなければならない。 

 


